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2025年 4月 16日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 オ キ サ イ ド 

代 表 者 名 代表取締役社長（COO兼 CFO） 山 本 正 幸 

（コード番号：6521 東証グロース） 

問 合 せ 先 企画本部統括マネージャー 石 坂 美 保 

（TEL. 0551-26-0022） 

 

2025年 2月期 決算説明会の質疑応答（要旨）について 

 

当社は、昨日決算説明会（アナリスト・機関投資家向け）を開催いたしました。ご出席の皆様からいた

だいた主なご質問を以下にまとめております。なお、理解促進のため、一部加筆修正を行い要旨として記

載をしております。 

 

Q. 修正予想を上回った要因として、どの事業がどの程度寄与したのか説明してください。 

A. 売上高では、半導体事業において中国の需要の高まりをうけて、第 4四半期に受注が増加しまし

た。また、新領域事業においてデータセンター向けの新規案件が売上高の増加に寄与しました。 

営業利益では、売上高の増加に伴い限界利益が増加したことに加え、半導体事業を中心とした生

産性の向上が寄与しました。その結果、前回発表予想の 0 百万円から 126 百万円上振れし、126

百万円となりました。 
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Q. 2026年 2月期の予想について、半導体事業と新領域事業はそれぞれ減収、ヘルスケアは大幅増収

となっています。これらの背景を説明してください。 

A. 半導体事業では、レーザ製品のメンテナンス需要が堅調に増加する見込みです。しかし、半導体

市場全体の不透明感や、当社顧客のエンドカスタマーである一部大手半導体メーカーの業績動向

を踏まえて、前期実績より保守的に見積もっています。その結果、通期の売上高は前期比で微減

を予想しています。 

新領域事業では、イスラエル紛争の長期化により、Raicol社を取り巻く事業環境が依然として不

透明な状況です。この影響を考慮し、Raicol社の売上高を前期比で保守的に見積もっています。 

ヘルスケア事業では、前期から期ずれしていた新規顧客との取引が 2026 年 2 月期以降に本格化

する見込みです。このため、通期では過去最大の売上高を見込んでいます。 
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Q. 前期で量子向け 6億円の売上高とありましたが、量子分野と御社の単結晶が結びつきません。ど

ういう製品が、どういった用途で売れているのですか。巷で話題の量子コンピューティングにも

使われているのですか。今後も量子向け売上高は成長するのですか。 

A. 量子においては、光の技術が重要です。量子もつれ光子対を高効率に発生する非線形光学結晶・

素子ならびに光源モジュールは量子センシング、量子コンピューティング、量子通信のすべての

分野に共通する部品として使用され、量子関連市場の成長に伴い売上の拡大が期待できます。 

量子関連の 2025年 2月期の当社の売上は約６億円であり、主な内訳は PPSLT、PPKTP等の非線形

光学結晶・素子ならびに昨年販売を開始した量子もつれ光子対発生モジュールです。さらに、2026

年 2月期からは量子コンピューティング用のレーザ光源が売上に加わる見通しです。 

量子関連市場は、CAGR19％～32%の範囲にあると予想されています。これらの予想から当社の量

子関連技術分野での売上は、現状の 6億円から 2029年 2月期には 10億円以上に成長すると期待

されます。 
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Q. データセンター向け新規案件の具体的な内容を教えてください。また、これが中長期的にど

の程度の売上を見込めるか教えてください。 

A. 生成 AI に欠かせない高性能 GPUを搭載したサーバーを大量に運用できるデータセンターの

建設が世界中で加速しており、そこで使用される光アイソレータの需要が拡大しています。 

データセンター向け新規案件は、この光アイソレータ用途向けの「ファラデー回転子」の販

売です。ファラデー回転子は、数十年前に長距離光通信向けに研究開発が進められた材料で

あり、すでに先行メーカーが市場に参入しています。 

その後、4G 用の通信用途で需要が再び増加しましたが、当時は市場での供給量が追いつか

ず、需給バランスが崩れる状況が見られました。 

こうした市場の動向を踏まえ、当社は 5G 以降の通信用途を見越して事業参入の準備を進め

てきました。 

今回、データセンター向けの需要が拡大したことにより、当社の技術が評価され、新規案件

の取引につながっています。 

当社は、ファラデー回転子の製造工程の中でも高い利益率が見込めない部分については、市

場参入を目指すパートナーに技術を提供しています。 

その上で、高い利益率が見込める工程については引き続き自社で技術を保有し、事業の収益

性を確保しています。今後、データセンターへの投資が増加する中で、当社の事業も拡大す

ることを期待しています。 

また、本件に限らず、当社は保有技術を活用した収益化モデルを推進しています。具体的に

は、技術供与、技術移管、事業売却を通じて技術ポートフォリオの最適化を図り、収益基盤

の強化に取り組んでいます。 
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Q. 米国および中国の関税政策・輸出規制が業績に与える具体的な影響を教えてください。また、こ

れに対する具体的な対応策を示してください。 

A. 米国および中国の関税政策・輸出規制が当社に及ぼす影響については規制動向等に注視しつつ、

ビジネスチャンスに対して積極的に行動しております。具体的に、半導体事業におきましては、

米国からレーザ製品を調達している中国企業は、レーザそのものが買えなくなるか、価格が上昇

するので、オキサイドへの引き合いが増加しています。その他、現時点における当社の見解につ

いての詳細は、決算補足説明資料 21ページを参照ください。 

 

 

Q. 半導体事業における四半期毎の売上高を拝見すると、前期下半期は約 30 億円と上半期から大き

く増加しました。これは中国顧客の需要増が影響したとのことですが、どの程度のインパクトが

あったのでしょうか。また、今期の第 1四半期については、前期第 4四半期から比較すると売上

が半減する見通しですが、こちらの要因についても教えてください。 

A. 前期は、中国顧客を含めた需要が好調でしたが、上半期までは部材不具合問題が長引き顧客の需

要に十分応えられず、受注残が積みあがりました。下半期に不具合問題が完全解決し、製造キャ

パシティが拡大したことで出荷が進み売上高増加に寄与しました。 

今期第 1四半期については、こうした受注残への出荷が一段落したことに加え、当社顧客のエン

ドカスタマーの動向が不透明なことを踏まえ、保守的な見通しを立てております。 

 

Q. ヘルスケア事業において、前期第 4四半期の売上高が 1億 4,700万円と低調でしたが、既存顧客

の動向はどうなっていますか。また、今期第 1四半期では売上高が 4億円を超える見通しとなっ

ていますが、新規顧客の動向について教えてください。 
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A. 既存顧客については、需要が減少しました。 

新規顧客については、納入仕様の確定に時間を要したため、前期から期ずれが発生しました。今

期からは本格出荷する見込みですので、売上高に寄与する見通しです。 

 

Q. 量子分野の売上高は 6 億円程度とのことですが、この中で Raicol 社製品の売上高はどの程度で

すか。また、今期の見通しについて不安はありますか。 

A. 量子分野における Raicol 社の売上高は、約 2 億円となります。今後の見通しについては、イス

ラエル紛争の状況に不透明感はあるものの、Raicol社の量子分野製品は競争優位性があるため、

今期の売上高は横ばいか微増を見込んでおります。 

 

Q. 今期の営業損益の推移について教えてください。第 1四半期は赤字からスタートし、第 2四半期

で回復するものの、第 3四半期で再び落ち込む見通しです。第 1四半期の赤字の理由と、第 2四

半期から第 3四半期で 2億円程度の減益要因について具体的に教えてください。 

A. 第 1四半期については、主に半導体市場の不透明感を反映し、赤字となる見込みです。 

第 2四半期から第 3四半期の減益要因は、研究開発費が第 3四半期に増加する点や事業毎のプロ

ダクトミックスの違いにより、利益率に差が生じるためです。 

 

Q. SiC 市場環境に逆風が吹く中で、溶液法 SiC に積極的な投資と研究開発を続けていると理解して

います。今後 SiC事業への投資を続ける上で、どのようなリスクを考えていますか。 

A. 既存の SiC ウエハ製造には昇華法という技術が用いられており、中国メーカーを中心に昇華法

SiC ウエハの供給が増加しています。当社は、昇華法では実現が難しい超高耐圧分野への事業参

入を目指し、溶液法 SiCウエハで差別化を図っています。 

当社は、インクルージョンフリーの溶液法 SiC単結晶の開発に成功し、サンプル出荷を開始しま

した。現在、超高耐圧用途での事業化を目指しており、具体的な引き合いもいただいております。 

リスクとしては、SiC市場の市況変動により、事業化が遅れる可能性が挙げられます。 

 

 以上 


